
    「各種事務事業の取扱い」（その３）

　05 防災・防犯・交通分科会  

ページ
事務事業

コード 各　種　事　務　事　業 分類 調　　　　整　　　　方　　　　針　　　　案

14 010601 自主防災組織の結成支援事業 合併後に統一 新制度を創設し統一する。ただし、合併年度は現行どおりとする。

15 010101 地域防災計画策定 合併後に統一
長岡市の制度を基に統一する。ただし、合併年度とそれに続く翌年度は現行どおりとする。
なお、統一までの間は、これまでの各市町村の計画を活用しながら、新市の防災に努めるものとする。

16 010402 備蓄物資整備事業 合併後に統一 新基準を創設し統一する。ただし、合併年度とそれに続く翌年度は現行どおりとする。

17 020201-1 防犯灯設置事業 合併後に統一 新基準を創設し統一する。ただし、合併年度とそれに続く３か年度から５か年度程度は現行どおりとする。

18 020201-2 防犯灯等電気料負担 合併後に統一 新基準を創設し統一する。ただし、合併年度とそれに続く３か年度から５か年度程度は現行どおりとする。

19 010501 防災行政無線（移動系）事業 当分の間現行どおり
当分の間現行どおりとし、期間をかけて調整する。ただし、免許人名義は長岡市とするとともに、現行機器を活用したシ
ステムの統合、情報伝達の一元化を図るものとする。
なお、統一までの間は、本庁と支所及び支所区域内の防災情報の伝達に支障のないように努めるものとする。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 4月 8日

データ基準日 平成16年 4月 1日

０５ ０１ ０６ ０１

(1)自主防災組織
     　各集落単位で組織化の推進を呼びかけて
     いる。

(2)現在１７１組織結成（世帯数比39.6％） (2) 組織結成の登録はない。 (2)組織結成の登録はない。

なし (1)育成等支援対策
     　町内会・集落単位の訓練に対し消防団の

・100世帯以下 20,000円
・101～200世帯 25,000円
・201～300世帯 30,000円
・30１世帯以上 35,000円

なし (1)自主防災組織

(2)現在１７組織結成（世帯数比１００％） (2)現在１組織結成（世帯数比6.7％）

なし なし

１　自主防災組織の結成状況等

２　自主防災組織への支援 ２　自主防災組織への支援

１　自主防災組織の結成状況等１　自主防災組織の結成状況等

(1)各大字を基本とした自主防災組織の結成を図っ
ている。

２　自主防災組織への支援

(１)各大字単位で行う自主防災訓練に対し、消防団
の応援及び消火器等の無償詰め替え等資材の配
布を行っている。

(１)結成時に応急救護資機材・旗などを貸与してい
るほか、訓練を実施した自主防災組織に対して世
帯数に応じて報償金を支払っている。

２　自主防災組織への支援 ２　自主防災組織への支援 ２　自主防災組織への支援

(1)各町内を基本とした自主防災組織の結成を図っ
ている。

１　自主防災組織の結成状況等 １　自主防災組織の結成状況等 １　自主防災組織の結成状況等

(1) 地域防災計画の中で自主防災組織の育成につ
いて触れてはいるが、具体的な措置はとっていな
い。

・内規により対応

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

各 種 事 務 事 業
防災・防犯・交通 防災体制 自主防災組織 自主防災組織の結成支援事業

長　　岡　　市

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

（交付基準）

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

     応援及び消火器の無償詰換え等を行っている。

調　整　方　針　案課　　　　　　題
　
　新制度を創設し統一する。ただし、合併年度は現
行どおりとする。

小　　国　　町

　各集落単位で組織化の推進を呼びかけている。

　自主防災組織結成・支援状況に、各市町村のば
らつきがある。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 4月 8日

データ基準日 平成16年 4月 1日

０５ ０１ ０１ ０１

１　計画の名称 1　計画の名称 １　計画の名称

２　策定又は修正年月日 ２　策定又は修正年月日 ２　策定又は修正年月日

３　計画の目的 ３　計画の目的 ３計画の目的

４　震災シミュレーション　 ４　震災シミュレーション　 ４　震災シミュレーション　
(1)震災シミュレーション 平成７～９年度実施 実施及び作成なし 実施及び作成なし
(2)地区別防災カルテ 同上

５　防災計画対象災害 ５　防災計画対象災害 ５　防災計画対象災害
地域防災計画（１冊）

１　計画の名称 １　計画の名称 １　計画の名称

２　策定又は修正年月日 ２　策定又は修正年月日 ２　策定又は修正年月日

３　計画の目的 ３　計画の目的 ３　計画の目的

４　震災シミュレーション　 ４　震災シミュレーション　 ４　震災シミュレーション　
実施及び作成なし 実施及び作成なし 実施及び作成なし

５　防災計画対象災害 ５　防災計画対象災害 ５　防災計画対象災害
計画は一部構成

　風水害・地震対策の計画各1冊のほか、資料編を
別冊で策定している。（合計３冊）

計画は一冊の中に３部構成（震災対策編・風水害
等対策編・資料編）となっている

小　　国　　町

三島町地域防災計画

山　　古　　志　　村 課　　　　　　題

  策定形式の統一が必要である。

計画は一冊の中に３部構成（震災対策編・風水害
等対策編・資料編）となっている。

計画は一冊の中に３部構成（震災対策編・風水害
等対策編・資料編）となっている。

　
 長岡市の制度を基に統一する。ただし、合併
年度とそれに続く翌年度は現行どおりとする。
 なお、統一までの間は、これまでの各市町村
の計画を活用しながら、新市の防災に努めるも
のとする。

調　整　方　針　案

長岡市地域防災計画

平成１５年度修正 平成１０年度修正

中之島町地域防災計画 越路町地域防災計画

風水害等対策編・資料編　　　平成１５年度修正
震災対策編　　　　　　　　　　　 平成１０年度修正

三　　島　　町

　災害対策基本法第42条の規定に基づき、長岡市
民の生命、身体及び財産を災害から保護するととも
に、災害による被害を軽減し、もって社会秩序の維
持と公共の福祉の確保に資すること。

各 種 事 務 事 業
防災・防犯・交通 防災体制 防災計画 地域防災計画策定

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町

  災害対策基本法第４２条の規定により、三島町民
の生命、身体及び財産を災害から保護するため、
防災基本計画及び新潟県地域防災計画に基づき、
三島町の地域に係る防災に関し必要な事項を総合
的に定めるものである。

　災害対策基本法第４２条の規定により、山古志村
民の生命、身体及び財産を災害から保護するため
定める。

  災害対策基本法第４２条の規定により、小国町民
の生命、身体及び財産を災害から保護するため定
める。

  災害対策基本法第４２条の規定により、越路町民
の生命・身体及び財産を災害から保護するため、
防災基本計画及び新潟県地域防災計画に基づき
越路町の地域に係る防災に関し、必要な事項を総
合的に定める。

平成１３年度修正

山古志村地域防災計画 小国町地域防災計画

昭和４３年度策定 平成１３年度修正

　過去の災害を教訓に町民の生命、身体および財
産を災害から保護するため災害対策の基本を定
め、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推
進を図り、社会秩序の維持と公共福祉の確保のた
め定める。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 4月 8日

データ基準日 平成16年 4月 1日

０５ ０１ ０４ ０２

１　物資の備蓄計画
　なし 　なし

２　主な備蓄物資 ２　主な備蓄物資 ２　主な備蓄物資
 ･食糧・飲料水・・・なし　 　なし ・毛布
 ･防災シート、簡易トイレ、医薬救護資機材等 ・食糧　等

１　物資の備蓄計画 １　物資の備蓄計画 　
　なし 　なし 　なし

２　主な備蓄物資 ２　主な備蓄物資 ２　主な備蓄物資
・簡易トイレ 　なし ・簡易担架・毛布・防災シート等
・毛布　
・感染予防キット一式　等　　

　
　新基準を創設し統一する。ただし、合併年度とそ
れに続く翌年度は現行どおりとする。

山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
防災・防犯・交通 防災体制 避難対策 備蓄物資整備事業

三　　島　　町

　平成16年度までの物資備蓄計画は策定されてい
るが、見直しが必要となっている。

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町
１　物資の備蓄計画 １　物資の備蓄計画

　物資の備蓄状況に、各市町村間のばらつきがあ
り、基準を統一する必要がある。

１　物資の備蓄計画
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　   　 平成16年 4月 8日

データ基準日  平成16年 4月 1日

０５ ０２ ０２ ０１－１

　 寄贈防犯灯及び町防犯組合の補助により設置
   （ﾎﾟｰﾙ設置済み箇所か地元ﾎﾟｰﾙ負担のみ対象）

　※　一部幹線道路等の防犯灯を町が設置

　 町が負担（ただし、ポールは地元負担） 　　村防犯組合が負担（器具は主に東北電力寄附）

１　防犯灯設置 １　防犯灯設置

１　防犯灯設置 １　防犯灯設置 １　防犯灯設置

１　防犯灯設置

③設置経費

(1)　集落内

②維持管理   地元集落
③設置経費

調　整　方　針　案小　　国　　町

　集落内、集落間とも設置主体などが異なる。

　集落間については、防犯灯と道路照明施設に分
かれている。

　新基準を創設し統一する。ただし、合併年度とそ
れに続く３か年度から５か年度程度は現行どおりと
する。

③設置経費   地元集落が負担

(2)　集落間

②維持管理   地元集落
①設置主体   地元集落

　※　防犯灯としてではなく、道路照明施設として
町

③設置経費   三島町が負担

　中之島町防犯灯設置等補助金交付要綱

③設置経費

(2)　集落間

②維持管理
①設置主体   地元各大字

　※　街なみ景観整備に伴う道路照明施設は町が
       設 置

①設置主体   三島町
②維持管理   地元各大字

　　通常防犯灯は地元各大字が全額負担。

②維持管理   町内会

３　根拠法規等

　　市が、通学路（一定基準有り）の設置費全額を補助す
るが、基準以下の通学路及び他の集落間道路については
集落内と同様２分の１以内の額を補助する。

(1)　集落内

長岡市通学路における公衆街路防犯灯設置補助金交付要綱

三　　島　　町

長岡市公衆街路防犯灯設置補助金交付要綱

各 種 事 務 事 業
防災・防犯・交通分科会 防犯 防犯灯等設置事業防犯灯設置等事業

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町

(1)　集落内

課　　　　　　題

③設置経費   中之島町が負担 ③設置経費    越路町が負担
②維持管理   中之島町

山　　古　　志　　村

　※　防犯灯としてではなく、道路照明施設として
村

(1)　集落内

②維持管理   地元集落
③設置経費

①設置主体   地元集落

(2)　集落間
①設置主体    越路町
②維持管理    越路町

①設置主体   山古志村防犯組合
(1)　集落内

３　根拠法規等 ３　根拠法規等
　要綱等なし

３　根拠法規等

②維持管理   各支部（集落）
③設置経費

   　（ただし、15,000円以上は地元負担）

(2)　集落間

　要綱等なし、毎年防犯組合総会で議決

(1)　集落内
①設置主体   町内会
②維持管理   町内会
③設置経費
　　市が、新設（専用柱を建てて新設・既存の電柱等に新
設）及び機器の一式を取替える場合、直接工事費の２分
に１以内の額で補助する。（上限額有り）

(2)　集落間
①設置主体   町内会

①設置主体   地元集落

(2)　集落間
①設置主体   中之島町

　　町が全額又は一部（ポールは対象外）補助す
る。

３　根拠法規等
　要綱等なし

　※　街なみ景観整備に伴う道路照明施設は町が
       設 置

３　根拠法規等
　要綱等なし
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　   　 平成16年 4月 8日

データ基準日  平成16年 4月 1日

０５ ０２ ０２ ０１－２

１　防犯灯の電気料負担 １　防犯灯の電気料負担 １　防犯灯の電気料負担

１　防犯灯の電気料負担 １　防犯灯の電気料負担 １　防犯灯の電気料負担

　　　　（街なみ景観整備分・・・年間2,500円）

　　　　（街なみ景観整備分・・・年間2,500円）

　　　町が大字に対して補助
　　　　・防犯灯・・・年間1,500円

　　　防犯協会各支部（集落）が負担 　　　全額町が負担

(2)　集落間

　　　町が大字に対して補助
　　　　・防犯灯・・・年間1,500円

(2)　集落間
　　町が全額負担

(1)　集落内 (1)　集落内

(2)　集落間

小 項 目

(1)　集落内

三　　島　　町

(1)　集落内 (1)　集落内

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町

各 種 事 務 事 業
防災・防犯・交通分科会 防犯 防犯灯等電気料負担防犯灯設置等事業

大 項 目 （分科会） 中 項 目

　　　市が3分の１以内の額を補助

　　　市が3分の１以内の額を補助

　　集落が全額負担

(2)　集落間

　　集落が全額負担

調　整　方　針　案

　既存防犯灯と新設防犯灯の電気料負担の整合
性を考慮する必要がある。

　新基準を創設し統一する。ただし、合併年度とそ
れに続く３か年度から５か年度程度は現行どおりと
する。

課　　　　　　題

　地域特性から、各市町村の電気料負担方式が異
なる。

　※　防犯灯としてではなく、道路照明施設として
村

　※　防犯灯としてではなく、道路照明施設として
町

　　町が全額負担

(2)　集落間 (2)　集落間

小　　国　　町山　　古　　志　　村

(1)　集落内
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　   　 平成16年 4月 8日

データ基準日  平成16年 4月 1日

０５ ０１ ０５ ０１

　　地域防災無線 ８００MHz ○ 　　地域防災無線 ８００MHz 　　地域防災無線 ８００MHz
　　移動系無線 １５０MHz 　　移動系無線 １５０MHz 　　移動系無線 １５０MHz
　　移動系無線 ４００MHz 　　移動系無線 ４００MHz ○ 　　移動系無線 ４００MHz ○

基地局 中継局 子（移動）局 基地局 中継局 子（移動）局 基地局 中継局 子（移動）局
地域防災 １局 ２局 １８２局 地域防災 地域防災
１５０MHz １５０MHz １５０MHz
４００MHz ４００MHz １局 ５４局 ４００MHz １局 １局 １５局

　基地局・移動局　　年１回

　定期的訓練は特にしていない。 　定期的訓練は特にしていない。

　　地域防災無線 ８００MHz 　　地域防災無線 ８００MHz 　　地域防災無線 ８００MHz
　　移動系無線 １５０MHz 　　移動系無線 １５０MHz ○ 　　移動系無線 １５０MHz ○
　　移動系無線 ４００MHz ○ 　　移動系無線 ４００MHz 　　移動系無線 ４００MHz

基地局 中継局 子（移動）局 基地局 中継局 子（移動）局 基地局 中継局 子（移動）局
地域防災 地域防災 地域防災
１５０MHz １５０MHz １局 １７局 １５０MHz １局 １５局
４００MHz １局 ２５局 ４００MHz ４００MHz

　特にしていない 　基地局・移動局　　年１回

　定期的訓練は特にしていない 　総合防災訓練に併せた通信訓練　　年１回
　定期通信訓練　四半期ごと

　除雪その他行政用で使用

　　　　　

各 種 事 務 事 業
防災・防犯・交通分科会 防災体制 防災行政無線（移動系）事業情報収集伝達

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

１　防災行政無線整備状況

２　無線局の局数 ２　無線局の局数 ２　無線局の局数

１　防災行政無線整備状況 １　防災行政無線整備状況

三　　島　　町

３　保守点検業務 ３　保守点検業務

４　通信訓練 ４　通信訓練

　消防行政用で利用

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町

　当分の間現行どおりとし、期間をかけて調整す
る。ただし、免許人名義は長岡市とするとともに、
現行機器を活用したシステムの統合、情報伝達の
一元化を図るものとする。
  なお、統一までの間は、本庁と支所及び支所区
域内の防災情報の伝達に支障のないように努める
ものとする。

小　　国　　町山　　古　　志　　村 課　　　　　　題

　水道行政、消防行政用で使用

調　整　方　針　案

２　無線局の局数 ２　無線局の局数

４　通信訓練４　通信訓練

２　無線局の局数

１　防災行政無線整備状況

３　保守点検業務
　基地局・中継局・子局とも年１回

　水道・ガス行政で利用

　年３回実施

　なし
５　防災以外の行政分野での利用

　基地局・中継局は年２回、他の子局は年１回

４　通信訓練

　消防行政用で利用
５　防災以外の行政分野での利用 ５　防災以外の行政分野での利用

３　保守点検業務
　基地局・移動局　　年２回

　総合防災訓練に併せた総合通信訓練毎年2回
４　通信訓練

５　防災以外の行政分野での利用

３　保守点検業務 ３　保守点検業務

  無線の統合を図る必要がある。

  消防団移動系無線との調整統合が必要である。

５　防災以外の行政分野での利用

１　防災行政無線整備状況 １　防災行政無線整備状況
  ８００MHz帯地域防災無線の使用期限は平成２３
年５月までである。

  無線免許人名義の承継が必要である。

５　防災以外の行政分野での利用
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